
  

基本施策 4 地域福祉・生活困窮者支援 



 

 



  ★1・・・新型コロナウイルス感染症の影響により縮小 

★2・・・新型コロナウイルス感染症の影響により中止 

 

基本施策４―1 

基本施策４「地域福祉・生活困窮者支援」 

♦１．第 4次船橋市地域福祉計画                   

【福祉政策課】 

少子高齢化や核家族化が急速に進み、人々の価値観も多様化している中で、地域での住民同士のつなが

りの希薄化や地域活動の担い手不足によるコミュニティの衰退が問題となっています。 

また、80代の親と 50代のひきこもりの子の世帯の問題である「8050問題」や育児と介護のダブルケア、

本来は大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行うヤングケアラーと言われる子供

たちなど、複合的な課題を抱え、従来の福祉サービスでは対応が困難な新たな課題が生じています。 

こうした状況を踏まえて「市民の誰もが生き生きと自分らしく安心して暮らし続けることのできる船橋」

を創出するため、地域と行政の役割分担のあり方や、「市民」「地域」「行政」のそれぞれが取り組んでいく

べき施策を掲げたものが「船橋市地域福祉計画」であり、メインテーマを「コミュニケーション船橋
シ テ ィ

の創

出」としています。 

船橋市地域福祉計画は、平成 17年に第 1次計画、平成 22年に第 2次計画、平成 27年に第 3次計画が施

行され、新たに令和 4年度から第 4次計画が施行されました。その間、平成 29年に社会福祉法が改正され、

地域福祉計画が、「地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉の各分野における

共通的な事項」を記載する、いわゆる福祉分野の「上位計画」として位置づけられました。 

第 4 次計画は、市における地域福祉推進の基本方針であると共に、地域福祉に関する施策を推進するた

めの共通理念と取り組みの方向性を示しています。これまでの第 3 次計画の施策項目を継承しながら、３

つの柱（柱１ 心をつなぐ地域づくり～先ずは知り合い～、柱２ 楽しく暮らせる地域づくり～共に楽し

み・遊んで～、柱３ 安心して暮らせる地域づくり～困ったときには助け合う～）と１つの土台（地域福祉

推進のための仕組みづくり～活気と温もりのある地域を目指して～）を基本方針として定め、「地域共生社

会」の実現に向けた観点から特に重要となる施策を重点施策に定めています。 

重点施策を推進することで、①世代や属性を越えて交流できる場や居場所を整備する地域づくりに向け

た支援、②社会とのつながりを作るための支援を行う参加支援、③世代や属性を問わず包括的に相談を受

け止める相談支援という 3つの支援を進め、「地域共生社会」の実現を目指します。 

 

♦２．船橋市再犯防止推進計画                   

【福祉政策課】 

再犯の防止等の推進に関する法律に基づく地方再犯防止推進計画として、令和 6 年度から令和 8 年度ま

でを計画期間として策定した計画です。 

市が国や民間団体等と連携して必要な取組を推進することで、犯罪をした者等が地域社会の一員として

円滑に社会復帰し、また、市民が犯罪による被害を受けることを防止し、安全で安心して暮らせる社会の

実現を目指します。  
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基本施策４―2 

施策１「地域福祉の体制整備」 

 

１．福祉サービスに関する苦情解決制度                       

  【福祉政策課】 

社会福祉法第 82条に基づき、市の福祉施設において提供する福祉サービスについて、サービス利用者か

らの苦情申し出に対し、各施設の苦情解決責任者による苦情解決を行うほか、苦情申出人及び苦情解決責

任者の求めにより、中立・公正な立場である第三者委員が申出人と施設関係者との話し合いの場に立ち会

い、助言をすることで、適切な苦情解決に努めます。 

 

苦情受付件数                      

年度 4 5 6 

高齢者福祉施設 0 0 0 

障害者福祉施設 0 2 0 

児童福祉施設 15 8 3 

その他 0 0 0 

合 計 15 10 3 

 

苦情受付方法                     （単位：件） 

年度 4 5 6 

面談 8 3 1 

電話 3 6 1 

書面 2 0 1 

ＦＡＸ・その他 2 1 0 

合 計 15 10 3 

 

申出人との関係                    （単位：件） 

年度 4 5 6 

本人 0 0 0 

親・子供 12 9 3 

その他 2 1 0 

不明 1 0 0 

合 計 15 10 3 
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基本施策４―3 

苦情の内容                     （単位：件） 

年度 4 5 6 

職員の接遇 3 3 1 

サービスの質や量 9 1 2 

説明・情報提供 0 6 0 

利用料 0 0 0 

被害・損害 0 0 0 

権利侵害 0 0 0 

その他 3 0 0 

合 計 15 10 3 

 

苦情解決の方法                   （単位：件） 

年度 4 5 6 

利用者への説明 3 7 1 

接遇改善 3 2 1 

サービス内容の改善 4 1 1 

その他 5 0 0 

継続中 0 0 0 

合 計 15 10 3 

 

２．地域福祉活動助成金交付事業 

【地域福祉課】 

「福祉と緑の都市宣言」に伴う記念事業のひとつである、福祉基金の設置により、基金から生じる運用

収入等を活用し、市民活動団体が行う地域福祉の推進を目的とする事業に対して助成金を交付しています。 

 

《助成対象事業》 

(1) 船橋市地域福祉計画を推進するための事業 

(2) 在宅福祉の普及・向上に資する事業 

(3) 健康及び生きがいづくりの推進に資する事業 

(4) ボランティア活動の活性化に資する事業 

(5)その他、地域福祉の推進に関し市長が必要があると認める事業 

交付実績 

年度 4 5 6 

地域福祉活動助成金交付額(円) 2,328,000 2,533,000 2,759,000 

地域福祉活動助成金交付団体数 19 19 19 
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基本施策４―4 

３．民生委員・児童委員 

【地域福祉課】 

民生委員・児童委員は、社会奉仕の精神をもって、自主的に社会福祉の増進に努める民間の奉仕者で、厚

生労働大臣の委嘱を受けて市内 24 地区に定数 794 人（主任児童委員 55 人含む）を基準に配置されてい

ます。なお、令和 7年 12月 1日からは定数が 795人に変更されます。 

主な活動は、高齢者をはじめ、障害者、児童、ひとり親世帯、生活困窮世帯や生活保護受給世帯等の生活

状態を必要に応じ適切に把握し、生活に関する相談に応じ、必要な助言や援助、福祉サービスを適切に利

用するための情報提供等を行うとともに、関係行政機関とのパイプ役となるなど、広範囲にわたって地域

社会の福祉増進に努めています。 

 

４．船橋市社会福祉協議会活動促進事業補助金等             

       【地域福祉課】 

社会福祉法第 109 条において、地域福祉の推進を図ることを目的とした団体と位置づけられている社会

福祉法人船橋市社会福祉協議会が行う事業に対して補助金を交付することにより、地域住民の福祉活動の

活性化を図っています。 

(1)各補助金の交付実績 

                  交付実績             （単位：円） 

年度 4 5 6 

活動促進事業補助金 75,073,449 83,543,315 18,707,387 

地域介護予防活動支援事業補助金 － － 14,329,141 

地域コーディネーター支援事業補助金 － － 64,089,663 

地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金 14,020,336 15,150,140 15,961,375 

避難行動要支援者見守り活動支援事業補助金 4,931,088 5,296,100 6,637,514 

安心登録カード事業補助金 6,261,584 7,097,852 6,137,236 

福祉読本配布事業補助金 948,012 903,314 1,028,883 

 

(2) 補助金の主な対象事業 

①ミニデイサービス事業 

自力で会場に来ることのできるひとり暮らしや日中一人になる高齢者の方を対象に、レクリエーショ

ンや会食、健康チェックなどふれあいのひと時を過ごしていただく事業です。 

 

②ふれあい・いきいきサロン事業 

趣味やレクリエーションを通じて、仲間づくりや生きがいづくりの場を提供する事業で、地域の誰も

が自由に参加できる気軽な交流の場です。 
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基本施策４―5 

③地域福祉まつり事業 

 地域住民相互の交流を図るとともに、福祉への関心を高めてもらうことを目的とし、自治会・町会等

と協働して、年 1回程度、公民館や地域の小学校等で開催している事業です。 

 

④安心登録カード事業 

 登録を希望するひとり暮らし高齢者や障害者などを対象として、地域住民の協力を得て見守り活動を

行い、日頃からの顔の見える関係を築き、災害時の救援・支援体制の構築に資することを目的とする事

業です。 

 

⑤福祉読本配布事業 

 概ね中学年の小学校児童が福祉をわかりやすく学ぶための冊子（福祉読本）を市内小学校に配布する

事業です。 

 

５．生活支援体制づくり推進事業 

【地域福祉課】 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で生活を継続できるように、住まい・予防・生活支援・介護・医療が

一体的に切れ目なく提供されるサービス提供体制の構築を目指し、その生活支援サービスの充実に向けて、

地域資源の開発・支援及びネットワークの構築をすすめ、地域で支える取り組みを支援するため、生活支

援コーディネーターを市内全ての地区社会福祉協議会（24地区）に配置しています。 

 

６．災害見舞金等支給制度 

【地域福祉課】 

被災者の生活の安定を速やかに取り戻すため、見舞金を支給します。 

また、死亡した方の遺族または葬祭を行う方に対し、弔慰金を支給します。 

災害見舞金及び災害弔慰金         (単位：円) 

区分 
見舞金額 

単身者 一般世帯(2人) 一般世帯(3人以上) 

全焼(壊) 30,000 50,000 

半焼(壊) 20,000 30,000 

消火冠水 10,000 20,000 

床上浸水 20,000 40,000 50,000 

死亡弔慰金 1人につき 100,000 円 

 

 

 



  ★1・・・新型コロナウイルス感染症の影響により縮小 

★2・・・新型コロナウイルス感染症の影響により中止 

 

基本施策４―6 

 

７．住宅等災害復旧資金利子補給制度 

【地域福祉課】 

台風等の災害により住宅等に被害を受けた者の生活の立直しの援護を図るため、被災者が災害復旧資金

を金融機関から借り受けた場合、その借り受け残額に対して利子を補給いたします。 

・利子補給率    年 3％以内 

・期   間   7 年以内 

・対象限度額    500 万円 

 

８．災害援護資金の貸付 

【地域福祉課】 

災害の被害を受けた当時、船橋市に住所を有していた方で、災害により世帯主が負傷、住居・家財等に被

害があった場合の生活建て直しに資するため、世帯主に対し災害援護資金を貸付けします。 

・利    率  据置期間経過後 1.5％(連帯保証人を立てる場合は無利子) 

・据置期間  3年(特別の場合は 5年) 

なお、据置期間中は無利子で償還は不要です。 

・償還期間  10年(据置期間を含む)  

・償還方法  年賦・半年賦・月賦(元利均等償還、ただし繰上償還可) 

・違 約 金  年 5.0％(支払期日までに償還されなかった場合等)  

 

９．地域福祉バス借上料補助事業 

【地域福祉課】 

貸切バスを利用して地域福祉の増進を目的とした視察、研修、社会福祉に関する活動を行う団体に対し、

バス借上料の一部の補助を行います。 

交付実績 

年度 4 5 6 

交付件数 29 49 62 

 
１０．シルバーカードの交付 

 

【高齢者福祉課】               

65 歳以上の高齢者を対象に、緊急連絡先などを記入して携帯していただくシルバーカードを交付してい

ます。 

シルバーカード交付状況 

年度 4 5 6 

交付者数 214 289 254 
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１１．みまもりあいプロジェクト事業 

【地域包括ケア推進課】 

みまもりあいアプリの普及・啓発 

認知症高齢者等の行方不明者捜索のため、（一社）セーフティネットリンケージが開発したスマートフ

ォンの行方不明者捜索支援アプリ「みまもりあいアプリ」の普及・啓発を進めています。市に行方不明

者情報が寄せられると、市役所から半径 20キロメートル内にいるアプリ登録者に、行方不明者の性別・

身長・体型・衣服・持ち物などの情報を共有し、行方不明者の早期発見につなげます。市民同士が見守り

合える“互助のまちづくり”を目指しています。 

 

     捜索依頼発信実績 (単位：件) 

 

 

 

 

 

年度 捜索依頼発信実績 

4 6（うち未発見 2） 

5 4（うち未発見 0） 

6 1（うち未発見 0） 
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施策２「生活困窮者への支援」 

 

１．ホームレス総合相談 
【地域福祉課】 

地域福祉課がホームレス問題に関する総合的な相談窓口となり、ホームレス又はホームレスとなるおそ

れのある者に対して、福祉サービスの利用等に関する相談・指導等を行うとともに、市民等からホームレ

ス問題に関する苦情・要望等を受けた場合には、庁内関係課・関係機関と連携のもと解決を図っています。 

令和 6年度申出件数実績 

申出人 申出方法 相談内容 

ホームレス 4 窓口 5 荷物等撤去 4 

他の公共機関 1 電話 31 福祉施設等入所 2 

市民 31 市民の声 12 情報提供等 40 

庁内他課 9 メール 6 生活保護・治療 3 

その他 9 その他 0 その他 5 

合 計 54 合 計 54 合 計 54 

※「相談内容」については、1件の申出で複数の相談を受けているものがあります。 

 

２．ホームレス巡回相談 
【地域福祉課】 

ホームレス又はホームレスとなるおそれのある者の起居する場所（主に公園・河川敷等の市内公共施設）

を地域福祉課の職員（2名 1組）が巡回し、これらの者と直に面接を行い、日常生活に関する相談・指導等

を行っています。 

また、相談の結果により、保健・医療・福祉等の各種施策の活用にかかる助言を行うとともに、庁内関係

課・関係機関との連携のもと必要な支援を行っています。 

 

  《令和 6年度実施状況》 

・実施期間（回数） 令和 6年 4月から令和 7年 3月まで 

市内全域：1コースにつき 4回 

船橋駅周辺：年 15回(定期巡回：12回 夜間巡回：3回) 

   ・延べ相談人数    72人 

 

３．ホームレス問題に関する庁内連絡会議 
【地域福祉課】 

市内公共施設を管理する課や、保健・福祉関係課など、庁内関係各課で構成した連絡会議を定期的に開

催し、ホームレスに対する自立支援対策の検討・情報交換等を行い、関係各課における共通認識や連携強

化を図っています。  
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４．生活困窮者自立支援制度 
 

平成 27年度に施行された生活困窮者自立支援法に基づき、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持

することができなくなるおそれのある者（生活困窮者）等に対し、支援を行っています。 

(1)自立相談支援事業 

【地域福祉課】 

就労の支援その他の自立に関する問題につき、生活困窮者等からの相談に応じ、必要な情報の提供及

び助言をし、並びに関係機関との連絡調整を行います。 

支援件数 

年度 4 5 6 

新規相談件数 1,556 1,543 1,552 

電話相談・連絡 9,420 11,867 10,003 

訪問 322 407 607 

同行支援 612 712 889 

面談 2,396 2,895 2,889 

 

(2)住居確保給付事業 

【地域福祉課】 

離職等又はやむを得ない休業等により、離職や廃業と同程度の状況になり、住居を喪失した又はその

おそれのある生活困窮者に対し、住居確保給付金を支給します。 

支給決定件数（延長等含む）  

年度 4 5 6 

支給決定件数 94 54 44 

 

(3)就労準備支援事業 

【地域福祉課】 

就業が著しく困難な生活困窮者に対し、一般就労に従事するための準備として、就労に必要な知識及

び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

支援件数   

年度 4 5 6 

支援件数 11 11 10 

 

(4)家計改善支援事業 

【地域福祉課】 

生活困窮者に対し、収入、支出その他家計の状況を適切に把握すること及び家計の改善の意欲を高め

ることを支援するとともに、生活に必要な資金の貸付けのあっせんを行います。 
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支援件数 

年度    4 5 6 

支援件数 14 25      40 

 

(5)一時生活支援事業 

【地域福祉課】 

一定の住居を持たない生活困窮者の自立を図るため、一定の期間、宿泊場所や食事の提供等の支援を

行います。 

支援件数 

年度 4 5 6 

支援件数       3 7 9 

 
(6)学習支援事業 

【こども家庭支援課】 

就学援助認定世帯、児童扶養手当受給世帯又は同等の所得水準であるひとり親世帯、生活保護受給世

帯の中学生に対し、学習支援等を行います。また、高校中退防止の取り組みとして学習支援事業参加者

に対して、高校進学後の自習・面談等ができる場を提供します。 

 登録者数            

年度 児童扶養手当受給世帯等 生活保護受給世帯 就学援助認定世帯 

4 187 45 94 

5 182 29 92 

6 177 30 122 

 

 

５．フードバンク活動団体助成金（令和６年度で終了） 
【地域福祉課】 

食料支援が必要な方への支援の安定化を図ることを目的に、市内でフードバンク活動を行う団体に対し

て、配送費の一部を助成します。 

交付実績 

  年度 交付団体数 交付額（円） 

4 1 295,000 

5 1 298,000 

6 1 31,000 
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６．生活困窮者支援活動団体補助金 

【地域福祉課】 

新型コロナウイルス感染症及び物価高騰の影響による生活困窮者の増加に対応するため、官民連携によ

るプラットフォームを設け、生活困窮者支援に取り組む民間団体の活動に要する費用の一部を補助しまし

た。 

交付実績 

年度 交付団体数 交付額（円） 

4 8 1,767,000 

5 6 1,707,000 

6 11 2,408,000 

 

７．住民税非課税世帯等価格高騰支援給付金 

【地域福祉課】 

・価格高騰支援給付金（7万円等）（令和 5年度繰越明許費繰越分） 

物価高騰対策として、令和 5年 12月 1日時点で船橋市に住民登録があり、令和 5年度の住民税が非課

税又は均等割のみ課税の世帯に対し、1世帯当たり 7万円または 10万円を支給するとともに、18歳以下

の児童がいる世帯には児童 1人当たり 5万円を加算（こども加算）して支給しました。 

支給実績 

対象 非課税世帯 均等割のみ課税世帯 合計 

給付金支給世帯数 2,208 202 2,410 

こども加算（人） 606 72 678 

 

・価格高騰支援給付金（10万円） 

物価高騰対策として、令和 6年 6月 3日時点で船橋市に住民登録があり、新たに令和 6年度の住民税が

非課税又は均等割のみ課税となった世帯（令和 5年度の住民税が非課税及び均等割のみ課税であった世帯

を除く。）に対し、1世帯当たり 10万円を支給するとともに、18歳以下の児童がいる世帯には児童 1人当

たり 5万円を加算（こども加算）して支給しました。 

支給実績 

対象 非課税世帯 均等割のみ課税世帯 合計 

給付金支給世帯数 7,429 2488 9,917 

こども加算（人） 1,268 239 1,507 
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・価格高騰支援給付金（3万円） 

物価高騰対策として、令和 6年 12月 13日時点で船橋市に住民登録があり、令和 6年度の住民税が非課

税又は均等割のみ課税の世帯及び令和 6年 1月～12月に家計が急変し、住民税非課税世帯と同様の事情に

あると認められる世帯に対し、1世帯当たり 3万円を支給するとともに、18歳以下の児童がいる世帯には

児童 1人当たり 2万円を加算（こども加算）して支給しました。 

支給実績 

対象 非課税世帯 均等割のみ課税世帯 家計急変世帯 合計 

給付金支給世帯数 59,456 6,540 101 66,097 

こども加算（人） 5,541 530 21 6,092 

 

８．生活保護世帯等の自立支援の推進 

【生活支援課】 
  生活に困窮する市民に対して、国の生活保護制度に基づき必要な保護を行い、最低限度の生活を保障す

るとともに、その自立を助長し、低所得者の福祉の充実を図ります。 

(1)生活相談、指導の充実 

ケースワーカー、指導員、面接員等専門職員の資質の向上に務め、民生児童委員等との密接な連携によ

り、相談者の生活困窮の原因の的確な把握を行い、実情に即した相談、指導体制の充実を図ります。 

① 生活保護の相談及び開始、廃止の状況について 

令和 6年度の相談件数は 1,948 件で前年度と比較すると 11件減少しており、申請件数は 1,191 件で 9

件の減少となっています。 

また、申請件数の内、開始に至った件数は 858 件で前年度と比較すると 20 件の減少となっています。 

生活保護の相談・開始・廃止の年度別推移 

年度 相談件数 申請件数 
却下件数 

（取下げ含む） 

開  始 廃  止 

世帯数 人員(人) 世帯数 人員(人) 

4 1,968 1,170 302 868 1,134 847 978 

5 1,959 1,200 322 878 1,098 820 964 

6 1,948 1,191 333 858 1,085 886 1,066 

 

(2)援護措置の充実 

① 保護の種類 

生活保護法に基づく扶助の種類は次の 8種類となっています。 

1) 生活扶助   衣食、その他日常生活に必要な扶助を行います。 

2) 教育扶助   教科書、学用品、教材費、給食費、その他義務教育に必要な扶助を行います。 

3) 住宅扶助   家賃、敷金、家屋の補修、その他住宅の維持の為に必要な扶助を行います。 

4) 医療扶助   病気の治療に必要な扶助を行います。 

5) 介護扶助   施設入所及び居宅等に係る介護の為に必要な扶助を行います。 

6) 出産扶助   出産の為に必要な扶助を行います。 
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7) 生業扶助   生業に必要な資金、器具、資材及び技能修得、高校修学に必要な扶助を行います。 

8) 葬祭扶助   葬祭を行う為に必要な扶助を行います。 

② その他の援護事業 

市では、生活保護法に定めるもののほか、独自に被保護者への援護として平成 15 年度から被保護児

童・生徒が修学旅行に参加するための準備金として小学生 1人につき 3,000円、中学生 1人につき 5,000

円を支給する被保護児童生徒修学旅行支度金事業を行っています。 

また、平成 20年度から民間賃貸住宅の入居等に際し、保証料が必要な被保護者に対し、保証会社への

保証料を支給する被保護者賃貸住宅家賃等債務保証契約料支給事業を行っています。 

その他に、令和 3 年度から生活保護を申請している要保護世帯であって、生活費の一部を援助する必

要のある世帯に対し貸付を行う要保護世帯緊急援護資金貸付事業を行っています。 

(3)生活保護の状況 

① 被保護世帯、人員及び保護率 

令和 6 年度における、被保護世帯は 7,537 世帯、被保護人員は 9,297 人で前年度と比較すると世帯数

で 27世帯（0.4%）増加、人員で 25人（0.3%）減少しています。 

また、令和 6年度の保護率（人口 1,000人当り）を見ますと、本市は 14.34‰であり、全国平均 16.2‰

と比較すると下回っていますが、千葉県（千葉市除く）平均 13.02‰と比較すると上回っています。 

被保護世帯、人員及び保護率の推移（月平均） 

年度 人口 被保護世帯 
被保護人員 

(人) 

保護率（人口 1,000人当り）（‰） 

船橋市 千葉県 全国 

4 645,728 7,471 9,303 14.41 12.85 16.2 

5 647,056 7,510 9,322 14.41 12.98 16.3 

6 648,375 7,537 9,297 14.34 13.02 16.2 

                      扶助別の被保護人員の推移（月平均）          （単位：人） 

             医療扶助人員入院・外来別推移（月平均）        （単位：人） 

年度 
被保護人員 

（Ａ） 

医療扶助人員 
医療扶助率 

B/A(%) 

入院率 

C/B(%) 
総数 

（Ｂ） 

入院 

（Ｃ） 
外来 

4 9,303 7,144 312 6,831 76.8 4.4 

5 9,322 7,248 319 6,929 77.8 4.4 

6 9,297 7,223 305 6,918 77.7 4.2 

  

年度 生活扶助 教育扶助 住宅扶助 医療扶助 介護扶助 生業扶助 出産扶助 葬祭扶助 

4 8,197 423 8,284 7,144 1,745 124 1 28 

5 8,164 401 8,275 7,248 1,772 128 1 27 

6 8,047 401 8,214 7,223 1,748 114 1 26 
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② 階級別構成 

令和 6 年度の被保護人員は月平均 9,297 人となっており、年齢階級別の割合を見ますと 65 歳以上が

47.0％と約半数を占めています。 

        年齢階級別構成の推移（月平均）  （単位：％） 

年度 0 歳～14歳 15 歳～64歳 65 歳以上 

4 6.5 45.5 48.0 

5 6.4 46.3 47.3 

6 6.1 46.9 47.0 

               年齢階級別人員の推移（月平均）         （単位：人） 

年

度 

性 

別 

0～ 

5歳 

6～ 

14 歳 

15～ 

19 歳 

20～ 

39 歳 

40～ 

59 歳 

60～ 

64 歳 

65～ 

69 歳 

70 歳 

以上 
計 合 計 

4 

男

性 

91 212 149 393 1,325 450 490 1,873 4,983 

9,303 

100.0% 

1.0% 2.3% 1.6% 4.2% 14.2% 4.8% 5.3% 20.2% 53.6% 

女

性 

77 221 132 452 1,097 244 259 1,838 4,320 

0.8% 2.4% 1.4% 4.9% 11.8% 2.6% 2.8% 19.7% 46.4% 

5 

男

性 

93 206 144 409 1,331 455 455 1,844 4,937 

9,322 

100.0% 

1.0% 2.2% 1.5% 4.4% 14.3% 4.9% 4.9% 19.8% 53.0% 

女

性 

81 214 148 456 1,101 268 249 1,868 4,385 

0.9% 2.3% 1.6% 4.9% 11.8% 2.9% 2.7% 19.9% 47.0% 

6 

男

性 

82 215 128 424 1,341 483 417 1,816 4,906 

9,297 

100.0% 

0.9% 2.3% 1.4% 4.6% 14.4% 5.2% 4.5% 19.5% 52.8% 

女

性 

76 199 148 459 1,101 281 230 1,897 4,391 

0.8% 2.1% 1.6% 4.9% 11.8% 3.0% 2.5% 20.5% 47.2% 

 

③ 保護世帯の世帯別人員構成 

令和 6年度の被保護世帯数は月平均 7,537世帯となっており、人員構成を見ますと、単身世帯が 84.0％

と大半を占めています。 

                      被保護世帯の世帯別人員の推移（月平均）     （単位：世帯） 

年度 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人以上 合 計 

4 
6,207 

83.0% 

906 

12.1% 

243 

3.3% 

64 

0.9% 

28 

0.4% 

8 

0.1% 

15 

0.2% 

7,471 

100.0% 

5 
6,267 

83.4% 

891 

11.9% 

240 

3.2% 

59 

0.8% 

27 

0.4% 

9 

0.1% 

17 

0.2% 

7,510 

100.0% 

6 
6,324 

84.0% 

878 

11.6% 

223 

3.0% 

55 

0.7% 

32 

0.4% 

10 

0.1% 

15 

0.2% 

7,537 

100.0% 
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④ 被保護世帯（除停止）の世帯類型別構成 

令和 6年度の被保護世帯（除停止）を世帯類型別に見ますと、高齢者世帯が 49.2％、傷病・障害者世

帯は 24.2％となり、合わせて 7割以上を占めています。 

また、単身世帯数は 6,299 世帯となり、前年度と比較すると 56世帯の増、2人以上の世帯は 1,202世

帯で前年度と比較すると 32世帯の減となり、単身世帯の増加が目立っています。 

 

              世帯類型別構成比の推移（月平均）         (単位：％) 

年度 高齢者世帯 傷病・障害者世帯 母子世帯 その他 

4 50.7 22.3 4.7 22.3 

5 49.9 22.9 4.6 22.6 

6 49.2 24.2 4.5 22.1 

                世帯類型別構成の推移（月平均）          (単位：世帯) 

年度 
単身世帯 2人以上の世帯 

合計 
高齢者世帯 傷病・障害者世帯 その他世帯 計 高齢者世帯 傷病・障害者世帯 母子世帯 その他世帯 計 

4 3,512 1,457 1,216 6,185 257 205 349 443 1,254 7,439 

5 3,484 1,523 1,236 6,243 245 195 347 447 1,234 7,477 

6 3,449 1,623 1,227 6,299 243 191 340 428 1,202 7,501 

 

⑤ 被保護世帯（除停止）の労働力類型別構成 

被保護世帯（除停止）の内、働いている人がいない世帯は 86.1％となっており、非常に多い状況です。 

また、世帯主が働いている世帯の内、常用勤労者世帯が前年度と比較して 65世帯減となっています。常

用勤労者世帯 578世帯の内、母子世帯が 109世帯であり、2割弱となっています。 

             被保護世帯の労働力類型別構成の推移（月平均）      （単位：世帯） 

年度 

世帯主が働いている世帯 
世帯主が働いていないが 

世帯員が働いている世帯 

働いている人が

いない世帯 
合 計 

常用者 日雇者 内職者 
その他 

の就業 

4 
651 

8.8% 

84 

1.1% 

34 

0.5% 

36 

0.5% 

133 

1.8% 

6,501 

87.3% 

7,439 

100.0% 

5 
643 

8.6% 

81 

1.1% 

97 

1.3% 

38 

0.5% 

131 

1.8% 

6,487 

86.7% 

7,477 

100.0% 

6 
578 

7.7% 

89 

1.2% 

206 

2.7% 

34 

0.5% 

132 

1.8% 

6,462 

86.1% 

7,501 

100.0% 
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⑥ 生活保護費  

令和 6年度の生活保護費の総額（市単分除く）は 17,009,791 千円で、前年度と比べると 413,170千円

増加しています。その内医療扶助費が 44.6％を占め、次いで生活扶助費が 30.9％となっています。 

生活保護費の扶助別構成の推移 

年度 

4 5 6 

延人員 

（人） 

扶助額 延人員 

（人） 

扶助額 延人員 

（人） 

扶助額 

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％） 

生活扶助費 98,363 5,354,405 32.5 97,970 5,328,248 32.1 96,562 5,261,797 30.9 

住宅扶助費 99,411 3,464,521 21.0 99,303 3,457,296 20.8 98,572 3,453,018 20.3 

教育扶助費 5,074 48,357 0.3 4,811 45,762 0.3 4,815 46,775 0.3 

医療扶助費 85,722 6,988,918 42.5 86,974 7,115,487 42.9 86,680 7,591,575 44.6 

介護扶助費 20,938 479,703 2.9 21,267 513,114 3.1 20,976 523,175 3.1 

出産扶助費 6 558 

0.6 

15 1,561 

0.6 

8 858 

0.5 生業扶助費 1,488 27,239 1,533 29,224 1,365 26,901 

葬祭扶助費 337 65,103 324 66,747 315 65,345 

就労自立 

給付金 
80 3,484 0.02 89 4,205 0.03 98 4,452 0.03 

進学準備 

給付金 
16 1,600 0.01 15 1,900 0.01 20 3,200 0.02 

施設事務費 117 20,615 0.1 107 19,900 0.1 91 18,289 0.1 

委託事務費 526 12,938 0.1 540 13,177 0.08 591 14,406 0.08 

合 計 312,078 16,467,441 100 312,948 16,596,621 100 310,093 17,009,791 100 

※各扶助額(％)は端数処理をしているため、合計しても必ずしも 100とはなりません。 
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施策３「包括的な相談支援体制の構築」 

 

１．重層的支援体制整備事業 

【福祉政策課】 

【地域福祉課】 

地域住民の複合化・複雑化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備するため、相談支援（包

括的相談支援事業、多機関協働事業、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業）、参加支援事業、地域づく

り事業を一体的に実施します。 

 

 

 

      実施状況                 

年度 5 6 

多機関協働事業 新規相談件数 296 366 

多機関協働事業 支援プラン作成件数 8 28 

アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 支援プラン作成件数 3 9 

参加支援事業 支援プラン作成件数 5 13 

 

 


